
菊池市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例施行規則 

令和４年10月12日 

規則第54号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、菊池市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例(令

和４年条例第22号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

(課税免除の申請) 

第２条 条例第４条の規定による申請は、固定資産税課税免除申請書(様式第１号)

に、次に掲げる書類を添付して行わなければならない。 

(1) 事業所の業務の概要及び資本金の額等を示す書類 

(2) 法人税法(昭和40年法律第34号)第31条第１項若しくは第２項又は所得税法(昭

和40年法律第33号)第49条第１項の規定による減価償却資産の償却額の計算に関す

る明細書の写し(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第12条第４項又は第45条第

３項の規定に基づく特別償却の適用を受けなかった場合においては、その理由書

を添付したもの) 

(3) 特別償却設備である償却資産の明細を明らかにする書類 

(4) 特別償却設備である家屋全体の平面図及び当該特別償却設備を明示したもの並

びに当該家屋の敷地である土地の図面 

(5) 特別償却設備である家屋及び当該家屋の敷地である土地の取得等に係る契約書

並びに登記事項証明書の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、課税免除を受けようとする各年度の初日の属する年の１月31日ま

でに行わなければならない。 

(課税免除の決定通知) 

第３条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、これを審査の上、課

税免除の可否を決定し、固定資産税課税免除決定(却下)通知書(様式第２号)により

当該申請をした者に通知するものとする。 

(課税免除の変更等) 

第４条 条例第２条の規定によう固定資産税の課税免除を受けた者は、次の各号に掲



げる事由が生じたときは、遅滞なく、当該各号に定める書類を市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 第２条の申請の内容に変更があったとき 固定資産税課税免除事業変更届(様

式第３号) 

(2) 適用事業を停止し、休止し又は廃止したとき 固定資産税課税免除事業(停

止・休止・廃止)届(様式第４号) 

(承継の届出) 

第５条 条例第５条第２項の規定による届出をしようとする者は、固定資産税課税免

除申請書と併せて固定資産税課税免除事業承継届(様式第５号)を市長に提出しなけ

ればならない。 

(課税免除の取消し等) 

第６条 市長は、条例第６条の規定により課税免除を取り消し、又は免除した固定資

産税を課すると決定したときは、固定資産税課税免除取消等通知書(様式第６号)に

より通知するものとする。 

(その他) 

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

(この規則の失効) 

２ この規則は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 

(失効に伴う経過措置) 

３ 条例附則第３項の規定によりなおその効力を有することとされた条例の規定の適

用を受ける固定資産税の課税免除については、この規則は、前項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 


